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協議結果について（報告⑰） 
 
当協議会では、議会機能のより⼀層の充実強化に向けて協議・検討を⾏っておりますが、こ

のたび、令和５年２⽉９⽇付け報告⑯に引き続き「来期に向けた議会機能の充実・強化策」に
ついて、下記のとおり取りまとめましたので、ご報告いたします。 
なお、「一般質問の機会の拡大」における質問時間については、鋭意、協議を重ねてまいり

ましたが、意⾒の⼀致に至らず提案のあった２つの案を併記しております。 
 

記 
 

１ 審議の充実等について （別添１参照） 
一般質問の機会は、任期中１人３回から４回に拡大する。令和５年２⽉９日付け報告⑯の
「本会議や委員会において参考⼈招致や専⾨的知⾒、議員間討議等を積極的に活⽤するこ
と」と併せ、議会の監視機関としての機能、議事機関としての政策形成機能のさらなる充
実・強化を図る。 

 
２ オンラインによる本会議出席について （別添２参照） 

地⽅⾃治法の解釈の変更⼜は改正により、オンラインによる本会議の開会が可能となった
ときを⾒据え、あらかじめその運営にあたっての課題等の整理を⾏ってきた。 
しかし、このたびオンラインによる方法で本会議において質問をすることは差し支えない
とする総務省通知が発出されたことから、これまでの協議を踏まえながら、オンライン本会
議の実現に向けた工程表や実施に向けた取組みなどを整理した。今後、総務省通知を踏まえ
たオンラインによる一般質問の実施に向けた準備として、議事運営面等に係る様々な課題を
整理し、会議規則等必要な規定の整備について検討する。 



 

オンラインによる一般質問について 
（「令和５年２月７日付け総務省通知」より） 

 
 
 
（今回の総務省通知の位置づけ） 

◆ 地方自治法に基づく技術的助言（法的効果なし） 
◆ 自治体からの照会に対する回答という形で総務省の見解を提示 

 
 
 
（本通知のポイント） 

◆  地方自治法では、本会議の「出席」は現に議場にいること、と解されて
いることから、議場に出席している議員が定足数を満たしていれば本会議
を開くことが可能。 

◆  また、本会議における議事は、「出席議員」の過半数で決するとされて
いることから、「表決」や、その賛否の意見表明となる「討論」、表決・討
論の前提となる「質疑」は、議場において行わなければならない（オンラ
インは不可）。 

◆  一方、行政の事務全般について執行部の見解をただす「質問」は、法律
による定めもないことから、各自治体で所要の手続き（会議規則など）を
整備した上で、議場にいない「欠席議員」がオンラインで質問することは
差し支えない。 

 
 
 

＜地方自治法＞（抜粋） 
第 113 条  普通地方公共団体の議会は、議員の定数の半数以上の議員が出席

しなければ、会議を開くことができない。（略） 
第 116 条  （略）普通地方公共団体の議会の議事は、出席議員の過半数でこ

れを決し、可否同数のときは、議⻑の決するところによる。 
 

別添２ 
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オンライン本会議 実現に向けたステップ（イメージ） 
段階的実施 内容 目標など 

現  在 
・議場の通信回線 未整備 
・議場の映像・音声システムがオンラインに対
応できない 

・令和 5 年度当初予算要求中 

以下、国による技術的助言（R5.2.7）に基づき実施可能 

令和 5 年度（〜秋） ・議場の通信回線の整備 
・議場の映像・音声システムの改修 

・予算措置後、整備に着手 
・秋以降に整備完了予定 

＜ステップ０＞ 
オンライン協議会等 

・オンラインによる議員全員協議会 
・オンラインによる議場講演会、議員研修会等 

・通信や映像・音声の状態確認 
・運営面の課題整理・検討など 

＜ステップ１＞ 
オンライン本会議① 

・オンラインによる一般質問 
※ ただし、質疑は除く。 

・会議規則等の改正必要 
・法的には「欠席」扱いのまま 

以下は、国による法解釈の変更（又は法整備）が必要 
＜ステップ２＞ 
オンライン本会議② ・オンラインによる質疑、討論、採決、選挙等 

・法解釈の変更等後、会議規則
等の改正必要 

 



オンラインによる一般質問の実施に向けた取組み＜案＞ 
 
 
＜議員全員協議会の活用＞ 
➡   議場の通信回線などの整備工事が完了したのちに、オンラインによる映

像や音声の状態確認やオンライン本会議の運営面での検討のため、以下の
ような取組みを行うことが考えられる。 

 
 
（取組例 １）オンラインを活用し、府政全般にかかわる重要課題を協議 

（イメージ） 
〇  府政全般にかかわる重要課題について、オンラインにて協議する。 
〇  理事者、学識経験者、専門家、国の官僚などが説明・講演する。 
〇  一部議員もオンライン出席し、議場内スクリーンに投影する。 
〇  説明・講演に対する質問や意見交換をオンライン上で行う。 

 
 
＜総務省の技術的助言＞ 
➡   議案に関する質疑以外の一般質問については、オンラインで実施するこ

とは可能、との令和５年２月７日付け総務省通知を踏まえ、オンラインによ
る一般質問実施のための準備を進める。 

 
（取組例 ２）オンラインによる一般質問の実施に向けた準備 

（イメージ） 
〇  オンラインによる一般質問ができるよう、ハード面の整備（通信回線等）と並行

して、ソフト面の準備を進める。 
〇  具体には、オンラインを活用した議員全員協議会等を通じて、その実現に向けた
検証を行う。 

〇  あわせて、議事運営面等に係る様々な課題を整理する。 
※ 一般質問のあり方（現行は「質疑」と「質問」を一括して実施） 
※ 欠席扱いとなる影響（他の条例等との関係の整理等） など 

〇  これら課題整理を行ったのち、会議規則等必要な規定の整備について検討を行う。 

 



議会改革検討協議会「来期に向けた議会機能の充実・強化策」の検討経過（１） 
 

 

会  議 会議の概要 

第２７回会議 

(R3.7.27) 

・座長より来期に向けた議会機能の充実・強化に関する協議開始の提案。 

第２８回会議 

(R3.8.27) 

・これまで協議を進めてきた「委員長質問」を協議項目に追加。 

・あわせて会派提案による「府議会で近年実施していない取組み」「委員会の複数

所属」「質問時間の見直し」等について、協議を進めることを決定。 

第２９回会議 

(R3.9.29) 

・府議会で近年実施されていなかった本会議及び委員会での参考人制度の活用

実績、委員会における講演会の実績について、事務局より説明聴取。 

第３０回会議 

(R3.12.3) 

・国勢調査確定値が公表されたことを受け、議員定数案の最終的な取りまとめに向

け意見交換。 ＊議会機能の充実・強化については協議できず 

第３１回会議 

(R3.１２.７) 
・議員定数について、最終的な取りまとめ案について意見交換ののち、各会派の基

本的な考え方と具体的な案を添えて、議会運営委員長に報告することで各会派

了承。【協議終了】 ＊議会機能の充実・強化については協議できず 

第３２回会議 

(R4.3.23) 

・議会運営委員会理事会において「議員定数削減後の議会機能の強化」「オンライ

ン本会議」について検討することが了承され、議長から座長に検討の申入れがあ

ったことを報告。座長から改めて各会派に検討項目の提案依頼。 

第３３回会議 

(R4.6.7) 

・会派から提出のあった「来期に向けた議会機能の強化策の検討項目」について、

説明聴取ののち意見交換。 

《オンライン本会議》 

・オンライン本会議に関する国の検討状況について、事務局から説明聴取。 

第３４回会議 

(R4.8.3) 

《オンライン本会議》 

・「府議会におけるオンライン本会議に係る課題」について、事務局から説明聴取の

のち意見交換。 

第３５回会議 

(R4.4.9.7) 

《オンライン本会議》 

・オンライン本会議実施に係る議場整備（インターネット環境の整備等）費用に関す

る座長報告ののち、さらに議論を深めていくことを確認。 

第３６回会議 

(R4.10.5) 

・事務局より検討スケジュールを説明したのち、会派から提案のあった「常任委員

会の複数所属」、「委員長質問」、「常任委員会の所管事項・委員定数」、「議会運

営委員会の委員定数」、「本会議の質問時間・回数」、「委員会の質問時間・回

数」、「５月・12月の委員会審査」に関する経過・現状・課題等について事務局から

説明聴取ののち意見交換。 

第 37 回会議 

(R4.11.1) 

・座長からの指示に基づき、３定例会に変更した経緯や効果等及び質問機会を任

期中４回にした場合の会期への影響等について、事務局から説明聴取したのち各

協議項目について意見交換。 

・「定例会の回数及び会議日程の見直し」を議題に追加。 

第 38 回会議 

(R4.11.29) 

・各協議項目について意見交換。 

《オンライン本会議》 

・「オンライン本会議のイメージ」について、事務局から説明聴取したのち意見交換。 

第 39回会議 

(R4.12.21) 

 

・これまでの意見交換を踏まえ、座長から来期に向けた議会機能の強化案を提示

し、これに基づき意見交換。 

・座長提案のうち、「一般質問の質問機会（会派に付与）」、「常任委員会の委員定

数」、「5月・12月の委員会審査」、「議会運営委員会の委員定数」、「委員会の質

問時間」、「5 月定例会における議会構成と議案審議の分離」、「会議日程の見直

し」について各会派了承。 

《オンライン本会議》 

・地方制度調査会の答申案について、事務局から報告したのち意見交換。 

参 考 



議会改革検討協議会「来期に向けた議会機能の充実・強化策」の検討経過（２） 
 

 

会  議 会議の概要 

第 40回会議 

(R5.1.20) 

・これまでの本会議及び委員会における質問時間の取扱い及び実績、並びに「審議

充実に関する取組」として参考人制度等の実績について、事務局から説明聴取の

のち意見交換。 

・座長提案のうち、「委員会の所管」、「委員長質問」、「定例会の回数の見直し」、

「定例会の呼称」について各会派了承。 

《オンライン本会議》 

・オンライン本会議実現に向けたステップ（イメージ）及びオンラインによる本会議の

試行実施の課題について、事務局から説明聴取ののち意見交換。 

第４１回会議 

(R5.2.3) 

・参考人制度等の積極的活用等「審議充実に関する取組み」を追加した新たな座

長提案を提示、各会派了承。 

・座長提案のうち、合意に至っていない「一般質問の質問時間」については、両論併

記で議会運営委員長に報告することで各会派了承。 

・この間合意された項目について、先行して議会運営委員長に報告することで各会

派了承。 

《オンライン本会議》 

・法整備されるまでの間のオンライン本会議の試行実施をイメージした議員全員協

議会案について、事務局から説明聴取ののち意見交換。 

第４２回会議 

(R5.2.16) 

・「一般質問の質問時間」に関する報告書案について、座長から説明ののち意見交

換を行い、報告書の記載内容を一部修正し、議会運営委員長に報告することで

各会派了承。【協議終了】 

《オンライン本会議》 

・2月７日に国からオンラインによる本会議について見解が示されたため、まず国の

見解について事務局から説明聴取。 

・引き続き、この見解を受け作成した「オンライン本会議実現に向けたステップ（イメ

ージ）」「オンラインによる一般質問の実施に向けた取組案」について、事務局から

説明聴取ののち意見交換。 

・本日提示した資料を報告書に付し、議会運営委員長に報告することで各会派了

承。【協議終了】 

 



①議⻑席のイメージ
• 議⻑席には議事次第書、配席図、会議資料をダウンロードしたタブレット端末、⽔差し、時計、残時間計を配置。
• 上記に加え、オンライン出席者を常時確認できるためのモニターを設置（同様のモニターは事務局席にも設置）

【向かいのモニター】
議⻑席から距離があるため、
出席者を確認するために
活用することは困難

【机上モニター】
オンライン出席者を
確認（追加設置）

オンラインを活用した本会議（イメージ）

＜前提条件＞
１．オンライン出席議員の確認
２．議員の発言権の保障
３．公開原則の担保



②議席からのイメージ
• 議場出席議員がオンライン出席者を確認することができるよう、2つの既設のスクリーンのうち1つにオンライン出席者を投影する。
（下図では右スクリーン）※新たに大型モニターを設置することは技術的に極めて困難。

• もう⼀⽅のスクリーンは従来どおり、審議の様⼦や質問者、答弁者、質問中に使⽤する資料を投影する。（下図の左スクリーン）
• 傍聴者や報道関係者も同じスクリーンを⾒る。

【左スクリーン】
・従来どおりの映像を投影
・この映像が中継及びオンライン出席者に
流れる
・オンライン出席者の質問等、発言時は、
右スクリーンを直接カメラで撮影し、
左スクリーンに投影

【右スクリーン】
オンライン出席議員の一覧を投影



＜留意点＞
【議⻑】
• 議⻑席に電源やインターネット回線、映像設備の配線が必要。
• オンライン出席者が多数の場合、画⾯上において全員の顔を同時に認識することが困難（定足数の確認が困難）。
• オンライン出席者が多数の場合、出席確認にかなりの時間を要する。
• 議⻑席に設置したモニターによっては、議⻑からモニターを挟んだ向かいの議席の議員が⾒えなくなるおそれがある。

【議員】
• 既設のスクリーンを活用し、２つのうち１つにオンライン出席議員を投影した場合、議席によっては、国旗や府旗がスクリーンに重なる
ため、オンライン出席者や資料が⾒えなくなるおそれがある。

・ オンライン出席者が多数の場合、スクリーン上の顔が判別がつかないおそれがある。

【その他設備等】
• 議場にオンライン出席者の映像・⾳声を流すには、現システムの改修が必要。
• 通信遮断時のルールが必要。
• オンライン出席者の質問時は、オンライン出席者表示用のスクリーンをカメラで直接撮影するため、画質が鮮明でない。
• システム改修後も投票表決や選挙の実施には課題がある。


